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会社概要
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①プロフィール
会社名 株式会社ＪＰホールディングス〔英表記：JP-HOLDINGS, INC. 〕

上場市場 東京証券取引所第１部〔証券コード：2749〕

所在地
本社：愛知県名古屋市東区葵三丁目15番31号 千種ニュータワービル17階
東京支社：東京都港区港南一丁目2番70号 品川シーズンテラス5階

設立年月日 1993年3月31日

資本金 16億395.5万円

代表者 代表取締役社長 荻田 和宏

従業員数（連結） 社員：2,749名／アルバイト：1,979名※2016年12月末現在

連結子会社

株式会社日本保育サービス（資本金：9,900万円／100%子会社）

株式会社四国保育サービス（資本金：1,000万円／51%出資子会社）

株式会社ジェイキッチン（資本金：1,000万円／100%子会社）

株式会社ジェイキャスト（資本金：1,040万円／100%子会社）

株式会社ジェイ・プランニング販売（資本金：1,000万円／100%子会社）

株式会社日本保育総合研究所（資本金：1,000万円／100%子会社）

株式会社アメニティライフ（資本金：7,000万円／100％子会社）

事業内容

子育て支援事業（㈱日本保育サービス・㈱四国保育サービス・㈱アメニティライフ）

給食の請負事業（㈱ジェイキッチン）

英語・体操・リトミック教室・研修請負事業（㈱ジェイキャスト）

物品販売事業（㈱ジェイ・プランニング販売）

研究・研修・コンサルティング事業（㈱日本保育総合研究所）

※2016年9月末日付で株式を取得しました相鉄アメニティライフ(株)は(株)アメニティライフに商号変更しております。

※上記の従業員数には(株)アメニティライフの従業員数を含んでおります。
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②グループ事業イメージ
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施設・設備から
職員の資質向上に
いたるまで、

グループのシナジーを
最大限に

活用しています



③経営理念

 「. . .」には、こどもたちの笑顔のために
「自分ができること・自分がすべきこと」を、
職種や職位、所属や経験にかかわらず、
個々の社員が常に考え、実践し、
最高の保育事業者を目指し続ける、という
コーポレートメッセージが込められています。
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安全＆安心

を第一に

いつまでも

想い出に残る

施設であること

④行動準則と運営理念

本当に

求められる

施設であること

職員が楽しく

働けること

行動準則

運営理念
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認可園（公設民営）

認可園（民設民営）

認可外（東京都認証）

認可外（自治体認定）

認可外（その他）

アミューズメント施設併設

学童クラブ

児童館

民間学童クラブ

2001年
3月期末

2002年
3月期末

2003年
3月期末

2004年
3月期末

2005年
3月期末

2006年
3月期末

2007年
3月期末

2008年
3月期末

2009年
3月期末

2010年
3月期末

2011年
3月期末

2012年
3月期末

2013年
3月期末

2014年
3月期末

2015年
3月期末

2016年
3月期末

2016年
12月末

認可保育園（公設民営） 2 3 5 8 10 11 14 16 14 10 10

認可保育園（民設民営） 1 4 9 20 28 43 61 71 85 102 118 136

認可
外園

東京都認証保育園 1 7 10 13 18 21 22 24 26 26 26 26 26 26 23

自治体認定保育園 2 2 2 3 3 4 7 5 4 4 4 4 4 1 0

その他認可外保育園 1 3 4 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 4 3

アミューズメント施設併設 2 3 4 4 4 4 3 2 2 1 0 0 0 0 0 0 0

学童クラブ 9 18 22 26 37 39 40 43 46 55 62

児童館 5 6 8 6 9 7 8 8 8 10 12

民間学童クラブ 4

合計 2 3 8 16 20 24 46 63 86 98 129 148 163 182 200 224 250

※2016年3月期第2四半期より運営形態別のカウントを見直し、認可保育園（公設民営）3園をその他認可外保育園3園に変更しております。
※2016年12月末の運営施設数には、9月末日において子会社化した(株)アメニティライフの運営する施設（認可保育園4園、民間学童クラブ3施設）
を含んでおります。

⑤事業の広がり（１）―運営施設数の推移―
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⑥事業の広がり（２）―地域別運営施設数―

＜関東＞
認可保育園 ：116園
認可外保育園 ：26園
学童クラブ ：59施設
児童館 ：6施設
民間学童クラブ：4施設

＜東北＞
認可保育園：10園

＜北海道＞
認可保育園：３園

＜近畿＞
認可保育園：６園

＜中部＞
認可保育園：９園
学童クラブ：３施設
児童館 ：６施設

2016年12月末 運営施設数
保育園 ：172園
学童クラブ ：62施設
児童館 ：12施設
民間学童クラブ：4施設

合計：250施設

＜九州・沖縄＞
認可保育園：2園

※2016年12月末の運営施設数には、９月末日において子会社化した(株)アメニティライフの運営する施設（認可保育園4園、民間学童クラブ3施設）を含んでおります。
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2017年3月期第3四半期
決算の概要（連結）
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①決算ハイライト

2015年12月 2016年12月 増減 増減率（％）

売上高（百万円） 15,049 16,720 1,671 11.1

営業利益（百万円） 1,064 743 △ 320 △ 30.1

経常利益（百万円） 1,136 883 △ 253 △ 22.3

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 697 514 △ 182 △ 26.2

一株当たり四半期純利益（円） 8.36 6.13 △ 2.23 ―

一株当たり純資産（円） 72.95 82.28 9.33 ―

自己資本比率（％） 31.8 26.9 △ 4.9 ―
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2017年3月期は保育園13園、学童クラブ8施設、児童館3施設を開設予定。2016年12月末時点
で認可保育園13園、学童クラブ7施設、児童館3施設、民間学童クラブ1施設を開設済。

沖縄県
認可保育園１園
・アスクこくば保育園

山形県
認可保育園１園
・アスクみはらしの丘保育園

宮城県
認可保育園１園
・アスク山田かぎとり保育園

福島県
認可保育園１園
・アスク八山田保育園

神奈川県
認可保育園１園
・アスク辻堂保育園

愛知県
認可保育園２園
・アスク名東藤が丘保育園
・アスク志段味保育園

学童クラブ２施設
・尾張旭市渋川児童クラブ
・尾張旭市瑞鳳児童クラブ

児童館２施設
・尾張旭市渋川児童館
・尾張旭市瑞鳳児童館

福岡県
認可保育園１園
・アスク東比恵保育園

滋賀県
認可保育園１園
・アスク御殿浜保育園

大阪府
認可保育園１園
・アスク上新田保育園

初進出

初進出

初進出

初進出

初進出

※上記のほか、2016年4月において既存のアスク豊洲保育園、2016年11月において既存のアスク両国保育園が認証保育園から認可保育園へ移行済。
※上記の施設数には、2016年9月末日において子会社化した(株)アメニティライフの運営する施設（認可保育園4園、民間学童クラブ3施設）は含んでおりません。

②2017年3月期 新規開設施設
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東京都
学童クラブ１施設
・三鷹市
（2017.2開設予定）

東京都
認可保育園3園
・アスク池袋本町保育園
・アスク芝公園保育園

・アスクりゅうほく保育園

学童クラブ5施設
・竹町こどもクラブ
・千石第一育成室
・千石第二育成室
・茗台育成室
・はなばたけ学童クラブ

児童館１施設
・千石児童館
民間学童クラブ１施設
・ＡＥＬ(アエル)湯島

開設済 開設予定



③2017年3月期 第3四半期 損益計算書

2015年12月 2016年12月 前期比

金額
（百万円）

構成比(%)
金額

（百万円）
構成比(%)

金額
（百万円）

増減率(％)

売上高 15,049 100.0 16,720 100.0 1,671 11.1

売上原価 12,648 84.0 14,163 84.7 1,514 12.0

売上総利益 2,400 16.0 2,557 15.3 157 6.6

販売費及び一般管理費 1,336 8.9 1,814 10.8 477 35.8

営業利益 1,064 7.1 743 4.4 △ 320 △ 30.1

営業外収益 100 0.7 184 1.1 84 83.7

営業外費用 28 0.2 45 0.3 16 58.8

経常利益 1,136 7.6 883 5.3 △ 253 △ 22.3

親会社株主に帰属する四半期純利益 697 4.6 514 3.1 △ 182 △ 26.2
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④2017年3月期 第3四半期 貸借対照表
2016年3月
（百万円）

2016年12月
（百万円）

増減額
（百万円）

流動資産 6,954 9,737 2,783

（現金及び預金） 3,777 6,868 3,090

（未収入金） 1,770 1,506 △ 264

固定資産 14,565 16,084 1,519

（有形固定資産） 8,900 9,399 499

（無形固定資産） 12 430 418

（投資その他の資産） 5,652 6,254 602

資産合計 21,519 25,822 4,303

流動負債 5,949 7,325 1,375

（1年以内返済予定長期借入金） 2,935 3,392 456

（未払金） 691 422 △ 269

固定負債 8,998 11,546 2,547

（長期借入金） 8,457 10,811 2,354

負債合計 14,948 18,871 3,923

純資産 6,570 6,950 380

負債・純資産合計 21,519 25,822 4,303
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事業ニーズ
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①待機児童の現状

 首都圏および政令指定都市等主要な
都市の所在する都道府県を中心に、
待機児童問題は依然として深刻
（右図参照）。

 平成２８年４月時点の待機児童数は
23,553人で前年４月から386人
の増加。

 平成２８年３月、厚生労働省は
新たに待機児童数の統計から
除外されていた育児休業延長・
求職活動の断念による
潜在待機児童数を公表。
これまで判明していた分とあわせ、
総計約６万人にも及ぶことが
わかった（平成２７年４月時点）。

平成28年4月1日全国待機児童マップ

出典：厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成28年4月1日）」
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都道府県
待機児童数
（人）

北海道 94 
青森県 0 

岩手県 194 
宮城県 638 
秋田県 33 

山形県 0 
福島県 462 

茨城県 382 
栃木県 155 

群馬県 5 
埼玉県 1,026 
千葉県 1,460 

東京都 8,466 
神奈川県 497 

新潟県 0 
富山県 0 
石川県 0 

福井県 0 
山梨県 0 

長野県 0 
岐阜県 23 

静岡県 449 
愛知県 202 
三重県 101 

滋賀県 339 
京都府 64 

大阪府 1,434 
兵庫県 1,050 
奈良県 260 
和歌山県 10 
鳥取県 0 

島根県 38 
岡山県 875 
広島県 161 
山口県 65 
徳島県 60 

香川県 324 
愛媛県 110 

高知県 42 

福岡県 948 
佐賀県 18 

長崎県 70 
熊本県 233 

大分県 370 

宮崎県 64 
鹿児島県 295 

沖縄県 2,536 
計 23,553 

注：各道府県には政令指定都市・中核市を含む。



待機児童解消に向けて取り組む市区町村を切れ目なく支援するため、以下のような措置を実施
①施設整備や保育人材確保の更なる促進
②0歳児期の育児休業終了後の「入園予約制」の導入支援
③保護者のニーズをかなえる「保育コンシェルジュ」の展開
④保育園等に土地を貸す際に固定資産税の減免が可能な旨の明確化

保育士の処遇について、新たに2％相当の改善を行う
技能・経験を積んだ職員については追加的な処遇改善

平成29年度末までに、新たに必要となる約7万人の保育士を確保する

平成25年度から平成29年度末までに40万人分の保育の受け皿を確保する

平成29年度末までの整備拡大量を40万人から50万人に拡大、整備の前倒しを図る
その際に必要となる保育人材として計約9万人を確保

待機児童数が多く受け皿拡大に積極的に取り組む市区町村を対象に、以下の措置を実施
①実態把握と緊急対策体制の強化 ④既に取り組んでいる事業の拡充・強化
②規制の弾力化や人材確保等 ⑤新たな事業所内保育の積極展開
③受け皿確保のための施設整備促進

②待機児童解消に向けた取り組み
待機児童解消加速化プラン

（平成25年4月策定）

保育士確保プラン
（平成27年1月策定）

一億総活躍社会実現に向け
て緊急に実施すべき対策
（平成27年11月とりまとめ）

待機児童解消に向けて緊急
的に対応する施策
（平成28年3月公表）

ニッポン一億総活躍プラン
（平成28年6月閣議決定）

出典：首相官邸ホームページ「待機児童対策～これからも、安心して子育てできる環境作りに取り組みます！～」

切れ目のない保育のための
対策

（平成28年9月公表）
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③ニッポン一億総活躍プラン

・保育の受け皿 平成29年度末までの整備量を40万⼈分から50万人分に上積み
・保育士の処遇 新たに２％相当（月額6000円程度）の処遇改善

保育⼠としての技能・経験を積んだ職員について、現在月額４万円ある全産業の女性労働者
との賃金差がなくなるよう追加的な処遇改善

・多様な保育士の確保・育成 返済免除型の貸付制度の拡充や、ICT等を活用した⽣産性向上
・放課後児童クラブ 平成31年度末までに30万人分の受け皿を追加的に整備

保育の受け皿拡大量
（対前年増加数の推移）

平成25年度から平成29年度末までに
保育の受け皿を50万人分整備

（平成30年度以降も、保育の受け皿確保に取り組む）

保育士の処遇 放課後児童クラブ

保育士としての技能・経験を積んだ職員について、
全産業の女性労働者との賃金差を解消

（男女労働者の賃金差については、全体として縮めていく）

平成26年度から平成31年度末までに
放課後児童クラブを追加的に30万人分整備

（平成30年度末に前倒して実現するための方策を検討）

人材確保が困難な理由として、保育士の
賃金が低いことが指摘されている。

・保育士：323万円＊（女性のみ322万円）

・全産業：489万円＊（女性のみ373万円）

保育士は、キャリアパスの展望が見えにくい
ために、勤続年数が短い傾向があると指摘
されている。

・保育士：勤続年数 7.6年＊

・全産業：勤続年数 12.1年＊

*厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」より

 平成28年6月2日「ニッポン一億総活躍プラン」閣議決定

出典：首相官邸ホームページ「ニッポン一億総活躍プラン（概要）（平成28年6月2日）」

（ヶ所）
（人）

（人）
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 平成２８年度より、公定価格（＝国が定める保育の最低基準を満たすため
の運営に要する対価）単価中の＜賃借料加算＞が大幅に拡充。弊社の多く
の運営保育園で発生している賃借料負担が軽減（売上・収益へ寄与）。

④追い風となる政府予算の動向

定員区分
平成２７年度
賃借料加算単価

（児童１人あたり）

平成２８年度
賃借料加算単価

（児童１人あたり）

20人 6,500 円／月 16,800 円／月

21～30人 4,500 円／月 11,700 円／月

31～40人 4,000 円／月 10,400 円／月

41～50人 3,600 円／月 9,300 円／月

51～60人 （＊１）3,000 円／月 （＊２）7,800 円／月

61～70人 2,600 円／月 6,700 円／月

71～80人 2,900 円／月 7,500 円／月

81～90人 2,600 円／月 6,700 円／月

91～100人 2,300 円／月 6,000 円／月

101～110人 2,500 円／月 6,500 円／月

111～120人 2,300 円／月 6,000 円／月

121～130人 2,100 円／月 5,400 円／月

131～140人 2,300 円／月 6,000 円／月

141～150人 2,200 円／月 5,700 円／月

151～160人 2,000 円／月 5,200 円／月

161～170人 2,200 円／月 5,700 円／月

171人以上 2,000 円／月 5,200 円／月

【最も単価が高い東京２３区でのケース】

≪弊社における標準的な保育園モデル（定員60人）での試算例≫

〔平成２７年度単価による計算〕
児童１人あたり月額（左表＊１）：3,000円×60人×12ヶ月

＝2,160,000円（施設あたり年額）

〔平成２８年度単価による計算〕
児童１人あたり月額（左表＊２）：7,800円×60人×12ヶ月

＝5,616,000円（施設あたり年額）

〔差 引〕5,616,000円－2,160,000円
＝3,456,000円（施設あたり年増加額）

※施設によっては加算対象外、あるいは増額分だけ自治体単独で
の賃借料補助が減額（したがって±０円）というケースもある。
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出典：東京都福祉保健局 報道発表資料（平成28年9月9日）

1.整備費補助の高騰加算を創設 国の整備費の補助基準に25％上乗せ（年度内着工は30％上乗せ）

2.賃借料補助を創設 空き家や空き店舗等の賃貸物件を活用した保育所整備を推進

3.長時間保育を行う定期利用保育の促進 一時預かりを定期利用する場合に都独自に上乗せ補助

4.借地料補助を拡充 都内地価高騰を踏まえ平均公示地価35万円の3倍以上で補助上限額年額2000万円に

5.都有地の活用推進 都有地を区市町村を介して事業者に転貸可能に

6.民有地や空き家等の活用促進 不動産事業者や土地所有者の団体等と協議会を設置し物件を確保

⑤東京都 待機児童解消に向けた緊急対策について
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第1の柱 保育所等の整備促進

第2の柱 人材の確保・定着の支援

第3の柱 利用者支援の充実

7.宿舎借り上げ支援の拡大 現行支援対象外となる採用後6年目以降も対象期間を拡大

8.子育て支援員を増員 幼稚園教諭、小学校教諭、子育て支援員等を、保育士の配置基準の1/3を超えない
範囲でみなし保育士として活用可能に

9.保育コンシェルジュを増員 保護者に対してより丁寧に対応するため区市町村へ増員分の人件費を補助

10.認可外保育施設の利用者負担を軽減 独自に保育料を補助する区市町村を支援

11.認可外保育施設の保育サービスの質の向上強化 認可外保育施設の巡回指導チームを編成

 2016年9月9日 東京都福祉保健局発表



成長のボトルネックと
弊社の取り組み
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 2017度末までに50万人分の保育の受け皿を確保するためには、新たに約9万人の
保育人材の確保が必要。

 保育士資格を持ちながら社会福祉施設等で勤務していない「潜在保育士」は約84万人
（2015年時点）

 保育士養成施設を卒業した４.2万人のうち、保育園に就職するのは約半数の2.2万人
（2014年度末卒業者）

①保育士不足の現状（１）

22
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出典：登録者数：厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ（各年4月1日）
勤務者数：厚生労働大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査」（各年10月1日）を元に弊社作成

（注）2015年の勤務者数は保育教諭及び保育従事者及び家庭的保育者のうち保育士資格保有者の数を含む

（千人）
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保育士有効求人倍率の推移（単位：倍）

全国平均 東京都
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 保育士の有効求人倍率は高い水準が続いており、全国規模で保育士不足
の状況が続いている（2016年1月時点の全国平均値で2.44倍）。

 東京都の保育士の有効求人倍率は2016年1月に６倍を超え、都内での
採用活動は困難を極めるという状況が続いている。

出典：厚生労働省職業安定局「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

②保育士不足の現状（2）
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③保育士処遇の現状

 2015年の保育士の平均給与月額は
全国で21.9万円。全職種平均の
33.3万円と比べ、11.4万円も低い。

33.3
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22.3 22.5
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35

保育士および関連職種の給与水準比較
（2015年／単位：万円）

24

Copyright©JP-HOLDINGS, INC. All Rights Reserved.

出典：厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」

出典：東京都福祉保健局「東京都保育士実態調査報告書(平成26年３月)」
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 また、保育士確保のためには給与・
賞与の改善に加え、職員の増員や
事務・雑務の軽減が必要。



④政府の保育士処遇改善の推移
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＋約3％
月額約9,000円

＋約10％＋最大4万円
月額約32,000円＋最大4万円

＋約8％
月額約26,000円

＋約7％
月額約21,000円

＋約5％
月額約15,000円

 平成28年12月22日、平成29年度政府予算案が閣議決定。

 全職員に対する2％（月額6,000円程度）の処遇改善の他、職務分野別リーダーに
対して月額5,000円、中堅職員に対して月額40,000円の追加的な処遇改善費用が
盛り込まれた。

+

技能・経験に着目した
更なる処遇改善

・職務分野別リーダー
（経験年数概ね3年以上）

+月額5,000円

・副主任保育士
・専門リーダー
（経験年数概ね7年以上）

+月額40,000円

出典：厚生労働省
「保育士等の処遇改善案について」
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（改善率） 保育士等の処遇改善の推移（2012年度との比較）

※各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額



⑤弊社の保育士確保策（１）

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

全国平均
（万円） 326.93 324.08 322.52 328.44 324.94 324.23 315.03 309.80 316.70 323.34

弊社平均
（万円） 282.57 285.24 287.05 300.86 314.60 310.83 323.88 332.35 331.41 354.14

 ２０１２年以降、弊社の保育士
平均年収が全国平均を上回ってい
る。

 政府の予算措置を活用しながら、
それを上回る賃金改善を実施・
継続している。

 ２０１６年度より、さらに4％の
給与引上げを実施。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を元に弊社作成
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保育士の平均年収（単位：万円）
全国平均の算出方法＝毎年調査時点（６月）における月

額給与×１２ヶ月＋調査時点より前１年間における賞与

全国平均 弊社平均
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復職セミナー

資格取得コース
保育補助者採用

中途採用

新卒採用
無資格者
採用

復職採用

寮・寮費補助
就職支度金

寮・寮費補助
就職支度金

給付型奨学金

⑥弊社の保育士確保策（２）
 全国各地でキャリアに応じたセミナーや園見学バスツアーを実施。

 2015年度より給付型奨学金制度をスタートし、学生のうちから保育士志望への後押し、
弊社への入社希望へつなげる。

 幼稚園教諭の保育士資格取得を支援し、保育士への「転身」を志す方の採用を拡充。

 2015年度より無資格であっても自社にて国家試験合格を目指す資格取得コース採用を開始。

 事務・用務人員の配置による保育士業務の負担軽減。
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⑦弊社の保育園稼働率
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 2016年度の弊社保育園の稼働率（預り児童数÷受け入れ可能児童数）は約82％

 稼働率を最大とするには、既存の施設に対して、約330名の保育士を追加的に配置
することが必要。

 保育士を十分に配置できると、最大で売上高 約25億円増、営業利益 約8億円増
となる。

82％

売上高
約25億円増

営業利益
約8億円増

弊社の保育園稼働率
（2016年度）

保育士
330名配置

最大稼働率



弊社グループの「強み」
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安全＆安心を

第一に

•安全管理の専門部署
の創設

•アクシデント事例の
共有体制

•園内外での
セキュリティ対策

•備品の転倒防止の
徹底

•クッションフロア
仕様の乳児室

•災害や虐待対応等の
各種マニュアル整備

•全施設へのＡＥＤ
配備

•職員への救急救命
講習

いつまでも想い出に

残る施設であること

•体操・英語・
リトミックプログラム

•行事食や郷土食、
クッキング保育

•３つの保育理念 ＝
「自ら伸びようとする
力」
「後伸びする力」
「五感で感じる保育」

本当に求められる

施設であること

•発達支援チーム
による施設巡回支援

•「子育て支援室
すくすくぷらす」
（療育支援事業）

•食農指導チーム
による食育活動支援

•延長保育や
一次預かり

職員が楽しく

働けること

•社内部活動の奨励
（活動費補助）

•従業員間の親睦を
深める社内運動会

•マネージャーや
スーパーバイザー
による重層的な
社員ケア体制

①運営理念に則した質の高い保育の提供

②

救急救命講習 行事食の一例 体操プログラム クッキング保育
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保育業界各社の売上高推移（単位：百万円）
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競合C社 競合D社 競合E社

※競合C社の2013年売上は弊社による推計値

出典：日経ＭＪ「サービス業調査」過去6期分を元に弊社作成

 業界最大手として他社業績を大きく引き離す。

 豊富な運営実績、全国主要自治体との関係性、コストダウン等スケール
メリットを最大限に活かした運営に強み。

②業界におけるプレゼンス
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中期経営計画と
成長戦略
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期末時点運営施設数（単位：園・施設）

保育園

学童クラブ

児童館

※予想値は学童クラブ・児童館・民間学童クラブ合算

2017年
3月期予想

2018年
3月期予想

売上高（億円） 227 240

経常利益（億円） 12 19

2017年
3月期予想

2018年
3月期予想

保育園開設 13 11

学童クラブ・児童館
民間学童クラブ開設

12 8

※2017年3月期末以降の施設数には、2016年9月末日において子会社化した
(株)アメニティライフの運営する施設（認可保育園4園、民間学童クラブ3施設）を含みます。
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≪計画期間における重点目標≫

（1）安全対策の強化および保育の質のさらなる向上

（2）新規開設および既存施設の保育士増員による受入児童数の拡大

（3）人材への投資の拡大（採用活動の強化、人材育成の強化、人事評価制度の見直し）

（4）経営管理体制の再整備（事業リスク管理体制強化、グループ会社連携強化）

（5）収益基盤拡大に向けた新規事業への着手（民間学童クラブ、既存サービスの外販）

②計画達成に向けた取り組み

≪重点目標を実現するための施策≫

（1）安全管理体制のさらなる強化（専門部署を創設、組織横断的な体制強化を推進）

（2）従業員給与の引上げ

（2015年度保育士の給与引上げ８％実績、2016年度４％引上げ）

（3）各分野におけるシステム導入（業務負担の軽減、経営管理の効率化）

（4）保育士確保に向けた施策のさらなる充実（求人費予算の増額）
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③具体的取り組み（1）

≪採用活動の強化≫

2016年6月13日

東京支社 移転

≪保育士の確保≫

2016年度より給与を4％引上げ

人事評価制度の見直しを実施

≪業務負担の軽減≫

保育現場のICT化を推進

タブレット型端末導入予定

≪新規事業への着手≫

2016年9月 民間学童クラブ

『AEL(アエル)湯島』OPEN

≪安全管理体制の強化≫

2016年4月

安全対策課 創設
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④具体的取り組み（2）

対象会社概要

名称 （株）アメニティライフ

所在地
名古屋市東区葵3丁目15番31号 千種
ニュータワービル17F

事業内容 託児所及び保育所の経営など

資本金 70百万円

平成28年度3月期

売上高 570百万円

営業利益 49百万円

経常利益 49百万円

当期純利益 30百万円

運営施設
認可保育園 4園(横浜市)

民間学童クラブ 3施設(横浜市)

 2016年9月30日付で相鉄ホールディングス(株)より相鉄アメニティライフ(株)
の全株式を取得し、(株)アメニティライフとして子会社化。

• 重要拠点の一つである横浜
エリアの事業強化

• 民間学童クラブ 施設展開
の足がかり

※2017年3月期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。
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⑤具体的取り組み（3）

 2017年2月をめどに、㈱資生堂と、
事業所内保育施設の運営受託を事業の柱
とした合弁会社を設立予定。

 出資比率は㈱資生堂が51％、弊社が49％

 2017年秋に、㈱資生堂の掛川工場敷地内の
事業所内保育施設を合弁会社にて受託予定。

※2017年3月期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。

合弁会社における事業内容

・事業所内保育所の設置を目指す企業
からコンサルティングや運営を受託

・大学の研究機関と協働したこどもの
発達行動研究

37

・事業所内保育所事業への参入

・こどもの発達行動研究から
得た知見を活かした、新しい
子育て支援サービスの創造
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APPENDIX
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①弊社グループの事業領域

公定価格（国が定める教育・保育サービスの
対価）の対象＝政府予算によって運営が保障

公定価格（国が定める教育・保育サービスの対価）の
対象外

幼稚園 認定こども園 認可保育園

公立
（公設公営）

公立
（公設民営）

私立

認可外保育園
（自治体単独補助あり）

認可外保育園
（自治体単独補助なし）

東京都認証保育園など
ベビーホテル・託児所・

イベント内託児室

 私立認可保育所及び公立認可保育園の指定管理者＊としての運営が中心。

 認可外保育園であっても、東京都認証保育園など自治体の単独補助により運営している。

弊社の事業領域

＊指定管理者として運営する園については所管の自治体予算により運営が保障される。
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②保育園の契約形態

自治体

保育園 保護者

「施設型給付」
（年齢により変動）

「保育料」
（所得に応じて変動）

自治体

保育園 保護者

「補助金」
（年齢により変動）

「保育料」
（原則一定）

直接契約

（参考）東京都認証保育所制度認 可 保 育 園
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幼 稚 園 認可保育園
認定こども園
（幼保連携型）

根拠法令

子ども・子育て支援法（内閣府にて省庁横断的・統一的な給付の枠組みを規定）

学校教育法第３章

（文部科学省所管）

児童福祉法第７条第１項
（厚生労働省所管）

児童福祉法第７条第１項

認定こども園法第２条第７項

（文科省・厚労省両所管）

施設の種別 学校 児童福祉施設 学校かつ児童福祉施設

対象児童＊ 1号認定 2号認定・3号認定 1号認定・2号認定・3号認定

教育・保育

内容の根拠
幼稚園教育要領 保育所保育指針 認定こども園教育・保育要領

一日の教育・

保育時間
４時間を基準とする ８時間を基準とする

子どもに応じた時間（保育が必要
な児童に対しては８時間、教育が
必要な児童に対しては４時間）を
基準とする

年間の教育・

保育日数
３９週以上 規定なし 地域の実情に応じる

③幼稚園・保育園・認定こども園の比較

＊１号認定：教育を必要とする満３歳以上児／２号認定：保育を必要とする満3歳以上児／3号認定：保育を必要とする満３歳未満児
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（広義の）学童クラブ
児童館

放課後児童健全育成事業 放課後子ども教室推進事業

根拠法令
児童福祉法第６条の３第２項

（厚生労働省所管）

放課後子どもプラン推進事業の

実施について（文部科学省所管）

児童福祉法第４０条

（厚生労働省所管）

施設の性格

小学校に就学している児童であって、
その保護者が労働等により昼間家庭に
いないものに、授業の終了後に児童厚
生施設等の施設を利用して適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全な育
成を図る。

放課後や週末等に学校の余裕教室等を
活用して、子どもたちの安全・安心な
活動拠点（居場所）を設け、地域の
方々の参画を得て、子どもたちに学習
や様々な体験・交流活動の機会を定期
的・継続的に提供する。

地域において児童に健全な遊びを与え
て、その健康を増進し、又は情操をゆ
たかにすることを目的とする（児童厚
生施設のひとつ）。

対象児童
小学１～３年生（ただし、特別支援学
校の小学部の児童及び小学４年生以上
の児童も対象とすることができる）

（幼児・児童・生徒の別なく、また保
護者の就労・不就労問わず）地域のす
べての子ども

１８歳未満のすべての児童

教育・保育

内容の根拠

放課後児童健全育成事業等実施要綱
放課後児童クラブガイドライン

放課後子ども教室推進事業実施要綱 児童館ガイドライン

一日の教育・

保育時間

平均３時間以上（ただし、土曜日、学
校休業日、長期休暇期間等は原則８時
間以上）

平均４時間以内（ただし、土曜日、学
校休業日、長期休暇期間等は原則８時
間以内） 対象となる子どもの年齢、保護者の利

便性など、地域の実情に合わせて設定
する。年間の教育・

保育日数

原則２５０日以上（ただし、利用者
ニーズの実態によっては２００日以上
でも可）

原則２５０日未満

④学童クラブ・児童館とは
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※一株当たり当期純利益は、株式分割を反映させた金額となっております。

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

売上高（百万円） 5,488 6,062 7,272 8,194 9,166 11,867 13,789 15,747 17,868 20,552

営業利益（百万円） 202 392 521 738 839 1,114 1,336 1,288 1,431 1,834

経常利益（百万円） 316 500 707 800 866 1,150 1,375 1,514 1,636 1,884

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

139 266 440 444 500 653 750 872 1,003 1,195

一株当たり当期純利益
（円）

1.86 3.60 5.98 6.06 6.67 7.83 8.99 10.45 12.03 14.32

⑤連結業績推移（ハイライト）
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3月期

2008年

3月期

2009年

3月期

2010年

3月期

2011年

3月期

2012年

3月期

2013年

3月期

2014年

3月期

2015年

3月期

2016年

3月期

売上高（左軸） 経常利益（右軸） 営業利益（右軸）
（百万円） （百万円）
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2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
３月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円）
406 439 672 378 915 1,205 1,173 1,038 1,294 1,804

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円）
△ 426 △ 587 △ 363 △ 906 △ 1,808 △ 821 △ 1,268 △ 3,638 △ 3,959 △ 2,449

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円）
455 33 △ 157 412 2,473 △ 219 514 1,220 3,748 1,553

現金及び現金同等物
期末残高（百万円）

1,086 972 1,137 1,022 2,602 2,768 3,188 1,808 2,891 3,798

2007年
3月期末

2008年
3月期末

2009年
3月期末

2010年
3月期末

2011年
3月期末

2012年
3月期末

2013年
3月期末

2014年
3月期末

2015年
3月期末

2016年
3月期末

総 資 産
（百万円）

3,136 3,823 4,275 5,763 9,432 9,808 10,926 13,626 19,115 21,519

純 資 産
（百万円）

1,054 1,242 1,546 1,903 3,559 3,977 4,485 5,102 5,774 6,570

自己資本比率
（％）

33.5 32.4 36.1 32.9 37.7 40.5 41.0 37.4 30.2 30.5

⑥連結業績推移（貸借対照表／ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書）
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弊社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、

配当性向３０％前後の業績連動型配当の継続実施を基本方針としております。

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
３月期

2016年
3月期

一株当たり
配当額
（円）

0.60 1.12 1.90 2.00 2.90 3.00 3.20 3.60 4.00 5.00

記念配0.50円含 記念配0.50円含

配当性向
（％） 32.1 31.0 31.7 33.0 43.4 38.3 35.6 34.5 33.3 34.9

⑦配当推移

※一株当たり配当額は、株式分割を反映させた金額となっております。

45
Copyright©JP-HOLDINGS, INC. All Rights Reserved.



２０１５年に引き続き「２０１６年 なでしこ銘柄」に選定されました。

今後も女性の積極的な活躍推進・管理職登用等に努めてまいります。

⑧NADESHIKO 2016
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見通しに関する注意事項

お問合せ先 株式会社 JPホールディングス

管理部長 松宮 美佳

本資料には将来の見通しについての記載が含まれておりますが、これらは発表時点で

入手可能な情報に基づき、弊社が判断した予想であり、経済情勢や市場動向等の変化に

より予想と大きく異なることがあります。

また、本資料は投資勧誘を目的としたものではありません。

今後、新しい情報が入った場合においても、弊社は本資料に含まれる見通しに関する

情報の修正や更新を行う義務を負うものではありません。 愛知県名古屋市東区葵3-15-31

千種ニュータワービル 17階

TEL :  052-933-5419

FAX :  052-933-5163

Mail : mika_matsumiya@jp-holdings.co.jp
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